
Ⅰ 埼玉県の震災対策
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埼玉県では、災害に強い県土づくりのためには、地震に強いまちづくりや、地域での

住民の助け合いを進めることが重要との観点から、平成１４年７月に、「埼玉県震災予

防のまちづくり条例」を施行しました。

１ 埼玉県震災予防のまちづくり条例

■ 条例制定の背景

◆ 条例制定時、阪神・淡路大震災から７年が経過し、人々の防災意識の風化が懸念され

ていました。

◆ 関東地方では南関東直下の地震の切迫性が指摘されており、都市直下の震災であった

阪神・淡路大震災の教訓を十分踏まえた対策を推進する必要がありました。

阪神・淡路大震災による被災状況

阪神・淡路大震災では、亡くなった人の８割が建物等の倒壊によるものでした。

また、救助された方の多くが地域の住民の力によるものでした。

このことから、地震による災害を少なくするためには、建物や道路など災害に強

いまちづくりを進めることや、緊密な地域コミュニティを育成することが重要であ

ることがクローズアップされました。

■ 条例の基本的な考え方

「埼玉県震災予防のまちづくり条例」は、

全ての県民が安全に、そして安心して暮らせ

る地域社会の実現を目指しており、次の考え

方を基本としています。
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（１）予防対策の推進

地震の発生を防ぐことはできませんが、地震に

対する備えをすることで被害を少なくすることは

できます。

建築物の耐震化などのハード面と自主防災組織の

育成などのソフト面の両面から、事前の対策に力

を入れた震災の「予防対策」を推進することとし

ています。

（２）自主的、自立的取組の促進

阪神・淡路大震災で亡くなった方の約８割が建物等の倒壊によるものでした。

また、人命救助された方の多くが地域住民の方の力によるものでした。

建物の耐震化や家具の転倒防止などの事前の

備えや普段からお互いに支え合える地域社会

づくりなど、「自らの命は自らで守る」、

「自分たちのまちは自分たちで守る」という

自助、共助の考え方を基にした自主的、自立

的な取組を促進することとしています。

（３）協働関係の構築

震災の予防対策は、県民、事業者などの地域の

構成員を始め、ボランティアなど様々な人の力を

合わせて、一緒に取り組むことが大切です。

県民、事業者、専門家、ボランティアなどと行政

が、それぞれの能力を生かし、相互の理解と信頼

の基に協働して防災活動を進めることとしていま

す。

埼玉県震災予防のまちづくり条例の条文は資料編に掲載しています。
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埼玉県では、東日本大震災を踏まえ、平成２４年度から首都直下地震に備えた新たな

地震被害想定の調査を進めてきました。

平成２５年８月１日には、首都直下地震に係る最新の科学的知見や客観的データを踏

まえ、新たな地震動の推計結果を公表しました。

また、同年１１月２８日には、地震動の推計結果を基に算出した建物倒壊棟数、火災

消失棟数及び死傷者数等の被害量を取りまとめました。

２ 埼玉県地震被害想定調査

■ ５つの想定地震

首都直下地震に係る最新の科学的知見を踏まえ、次の５つの地震を想定

■ 各想定地震の被害概要

東京湾北部地震

東京湾北部地震の
被害概要

■建物全壊棟数（揺れ） ８，１２７棟      ■死者数 ５８５人
■建物全壊棟数（液状化） ５，２５３棟   ■負傷者数 ７，２１５人
■火災焼失棟数 １，５７２棟  ■避難所避難者 ５４，１８０人

今後３０年以内の地震発生確率７０％（南関東地域M7級）

・県南東部では、揺れや液状化で建物全壊（13,380棟）や死者（585人）が発生する。
・１９年度調査と比べ、建物全壊棟数はほぼ変わらないが、被害が県南東部に集中する。
・首都圏の被害に比べ、本県の被害は比較的少ない。

茨城県南部地震

茨城県南部地震の
被害概要

■建物全壊棟数（揺れ） １，９４３棟      ■死者数 １４３人
■建物全壊棟数（液状化） ６，５５３棟   ■負傷者数 ２，７８２人
■火災焼失棟数 １，７６３棟  ■避難所避難者 ４１，７０５人

・県東部に液状化の被害が集中する。
・１９年度調査と比べ、火災焼失棟数が減少し、液状化による被害が増加する。
・茨城県南部を震源とし、茨城県、千葉県北部、埼玉県東部が被害地域となる。

今後３０年以内の地震発生確率７０％（南関東地域M7級）
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■ 各想定地震の断層位置図

元禄型関東地震

元禄型関東地震の
被害概要

■建物全壊棟数（揺れ） ４８４棟          ■死者数 ３４人
■建物全壊棟数（液状化） １，６３４棟   ■負傷者数 １，２５２人
■火災焼失棟数 ６９４棟                           ■避難所避難者 ８，０４１人

・県南東部の狭い地域に液状化の被害が集中する。
・相模湾から房総沖を震源とする関東大震災をモデルとしている。
・首都圏で震源に近い地域は甚大な被害を受けるが、最も遠い位置にある埼玉県の被害は
比較的少ない。

今後３０年以内の地震発生確率ほぼ０％

関東平野北西縁断層帯地震

・県中央部を震源として、大規模な被害が県内全域に及ぶ。
・発生確率はほぼゼロであるが、２つの断層帯が一体として動く最悪のケースを想定する。
・被害は埼玉県と群馬県に集中し、周辺地域は比較的被害が少ない。

今後３０年以内の地震発生確率０．００８％以下

関東平野北西縁断層
帯地震の被害概要
（破壊開始点：北）

■建物全壊棟数（揺れ） ５３，０１３棟    ■死者数 ３，５９９人
■建物全壊棟数（液状化） ２，１１６棟   ■負傷者数 ２３，５９０人
■火災焼失棟数 １１，６６９棟    ■避難所避難者 １４４，９６８人

立川断層帯地震

・県南西部に被害がほぼ限定される。
・揺れと火災による建物被害が発生するが、液状化による被害はほとんどない。
・東京都とともに被害を受けるが、埼玉県の被害は５つの想定地震の中では比較的少ない。

今後３０年以内の地震発生確率２％以下

立川断層帯地震の
被害概要

（破壊開始点：南）

■建物全壊棟数（揺れ） １，９０１棟 ■死者数 １４１人
■建物全壊棟数（液状化） ３０棟 ■負傷者数 ２，３１０人
■火災焼失棟数 １，６４２棟 ■避難所避難者 １１，４０９人
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